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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和元年１１月１５日 

件   名 足立区総合交通計画（案）の報告について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

内   容 

足立区総合交通計画（以下「計画」という。）案について、以下のとお

り報告する。 

 

１ 計画案の概要について（別添資料） 

（１）目指すべき姿 

多様な人の移動を支える交通環境の整った「まち」足立 

～区民・地域・事業者・団体・行政が一丸となって地域課題を解決す

る力「協創力」により、持続可能な交通環境を整える～ 

（２）構成 

  ア 本編 

第１章 足立区総合交通計画の概要 

第２章 計画改定の視点と対応方針 

第３章 交通の目指すべき姿と基本目標 

第４章 交通施策と実施事業 

第５章 総合交通計画の進行管理 

イ 参考資料編 

（３）特色 

  ア 行政、交通事業者、区民の役割を明確化し、３者が一体となって

交通環境を整えていくこと。 

  イ 持続可能な公共交通を実現するために、公共交通の利用促進を促

す取組みを取り入れたこと。 

  ウ 区で初めてバスの検証運行を進めていくこと。 

 

２ 今後の予定 

年 月 内   容 

令和元年11月末 計画を策定 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

 計画を着実に進行させるため、進行管理組織を立ち上げ、実施事業の達

成状況を毎年確認し、課題があれば解決策を検討していく。 
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 
令和元年１１月１５日 

件   名 日暮里・舎人ライナーの混雑対策に関する取組み状況について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

 

 

 

内   容 

 

 

日暮里・舎人ライナーの混雑対策に関する取組み状況について、以下の

とおり報告する。 

１ 混雑（乗車できなかった人数）調査について 

東京都交通局による混雑（乗車できなかった人数）調査の進め方が確 

認されたので、報告する。 

（１）調査日時 

令和元年１１月６日（水）午前7時～午前９時 

（２）調査場所 

扇大橋駅 

（３）調査項目 

駅ホームにおける乗車できなかった人数の調査 

※足立区も調査に立ち会う。 

なお、今回の調査結果を踏まえ区独自の調査についても検討していく。 

 

２ 混雑状況の視察調査について 

８月閉会中の交通網・都市基盤整備調査特別委員会における議論を踏

まえ、混雑ピーク時間を見極めて再度、視察調査を実施した。 

（１）実施日 令和元年９月１０日（火）  （前回は７月５日） 

（２）参加者 長谷川副区長、都市建設部長、交通対策課長 

（３）実施内容 

見沼代親水公園駅 ７：４２発乗車  （前回７：１９） 

扇大橋駅     ７：５４一旦下車 （前回７：３７） 

ホームで乗車状況を確認（７：５５、７：５８、８：０２） 

扇大橋駅     ８：０５再乗車 

西日暮里駅    ８：１３下車 

ア 見沼代親水公園駅の利用状況 

（ア）駅に向かって埼玉県側から多くの歩行者、自転車が集まって 

きている。 

（イ）駅前の交通広場では、草加市のコミュニティバスや春日部ナン  
バー等の都外ナンバーの送迎車が多くみられる。 

（ウ）参考：駅前区営自転車駐車場（自転車６１０台、原付２０台） 

の利用状況について 

利用者の約５５％が埼玉県民である。 
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イ 日暮里・舎人ライナー混雑状況 

（ア）見沼代親水公園駅ホームでは、先発側車両のドア前で次の次発 

の列車を待つ利用者が見られた。 

（イ）車内は扇大橋駅に近付くにつれ、前回（７月５日）以上に混み 

合っていた。 

（ウ）扇大橋駅のホームでは前回調査時より混雑する中、車両へ乗り 

込んでいく様子が確認されたが、乗車できなかった人については 

確認されなかった。 

（エ）８：０５発に再乗車の際、３か所（先頭部分、２両目の前寄り、 

後ろ寄り）に分かれて乗車。日暮里駅で改札に近い先頭部分は特 

に混み合っていた。２両目の中では西日暮里駅でエスカレーター 

に近い後ろ寄りの方が混み合っていた。 

また、車内でもドアの近くか通路側かなど、位置によってかな 

り押され具合も異なってくることを体感した。 

 

３ 平成３０年度の輸送実績について 

日暮里・舎人ライナーの駅別の一日平均乗車人員が確認されたので、 

平成３０年度の輸送実績を改めて報告する。 

（１）平成３０年度の年間輸送人員（平成３０年４月～平成３１年３月） 

３,２４３万人（平成２９年度 ３,１３９万人 ３.３％増） 

（２）平成３０年度の一日平均輸送人員 

８８,８５４人（平成２９年度 ８６,００６人  ２,８４８人増） 

（３）区内駅別の一日平均乗車人員 

駅  名 28年度 29年度 30年度 

足 立 小 台 1,908 1,980 1,977 

扇 大 橋 4,366 4,830 4,991 

高 野 2,829 2,957 3,115 

江 北 4,781 5,118 5,284 

西新井大師西 5,367 5,878 6,014 

谷 在 家 4,643 5,007 5,323 

舎 人 公 園 2,150 2,269 2,308 

舎 人 3,698 4,109 4,275 

見沼代親水公園 6,191 6,550 6,730 
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（４）平成３０年度の混雑率 

１８９％（平成２９年度 １８７％ ２％増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

問 題 点 

今後の方針 

東京都交通局の混雑調査の実施結果を踏まえ、区独自の調査や今後実施

する利用者へのアンケート調査内容について検討を進めていく。 
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和元年１１月１５日 

件   名 【追加】バス交通の検証運行の進め方について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

内   容 

バス交通の検証運行に向けた検討の基本条件及び検討の進め方について、

以下のとおり報告する。 

 

１ 検証運行の基本条件（別紙１参照 Ｐ７～９） 

  検証運行を進めるにあたり、バスの運行計画（※１）を作成する必要があ

るため、運行計画検討の基本条件や検証期間の条件を定める。 

  ※１ 運行計画の内容 

     バスの経路やバス停、運行便数（時刻表）、運賃、使用車両等 

 

２ 検証運行における区の財政負担（別紙２参照 Ｐ１０） 

  検証運行の実施については、運賃等による収入が４０％以上となるこ

とを条件とする。この場合に、区は原則として検証運行費用から運賃等

の収入を差し引いた額を負担する。ただし、検証運行の実施後、運賃等

の収入が４０％未満となった場合、検証継続中に限り区が６０％を超え

て負担することとする。 

  なお、実際に負担する金額については、バスの運行計画案が作成され

た段階で、バス事業者が算出する運行経費を基に明確化する。 

 

３ 本格運行までの検討の流れ（別紙３参照 Ｐ１１） 

  地域、行政、バス事業者等で構成する（仮称）４－５地域公共交通検

討会（※２）を立ち上げ、バスの運行計画の検討、検証運行を経て本格運行

の実現を目指す。 

※２ （仮称）４－５地域公共交通検討会会員構成 

（別紙４参照 Ｐ１２） 

 

４ 今後の予定 

年 月 内   容 

令和元年12月 （仮称）4－5地域公共交通検討会（準備会）開催 

  

問 題 点 

今後の方針 

 地域公共交通検討会を立ち上げ、バス交通の検証運行に向けた検討を進

めていく。 
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１ 運行計画検討の基本条件                                                     

検証運行を進めるためにバスの運行計画を作成します。 

運行計画検討の基本条件は、次ページ【表１ 運行計画検討の基本条件】のとおりとし

ますが、収支率４０％以上となることを前提に地区別のバス利用ニーズに応じて柔軟に

対応します。 

  

『 検 証 運 行 の 基 本 条 件 』 別紙１ 
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【表１ 運行計画検討の基本条件】 

項 目 内  容 

不便を解消す

る主なターゲ

ット 

・主として高齢者の買い物、通院等の利用に対応します。これは、平成

２９年２月に実施した交通に関する区民意識調査結果から、高齢者の

買い物や通院における移動に対するバス導入が効果的と考えられる

からです。 

運行ルート 

・既存路線と競合しないよう、地域内を循環するルートを基本に検討し

ます。但し、既存のバス路線の状況や地域の需要を踏まえ、朝、夕は、

駅へのアクセスなど、収支率４０％以上となるような工夫をします。 

・運行経費を抑えるため、運行距離が長くなりすぎないようにします。 

最大で８ｋｍとします。（３０分に１周できる距離及びはるかぜ１２

路線の平均距離） 

・バスが走行可能な道路であることとします 

運行の時間帯 
・７時から１９時の最大１２時間を基本とします。 

・毎時間同時刻など、わかりやすい設定とします。 

運行本数 ・１時間に１本～２本を基本とします。 

運賃 

・１乗車大人１００円、小人（小学生）５０円で、シルバーパスは利用

できません。これは、民間事業者が自主運行するはるかぜと異なり、

委託等の公的資金で支えるバスであるため、低廉で気軽に利用できる

料金とするためです。なお、シルバーパスの適用路線は、東京都シル

バーパス条例及び施行規則に定められており、地方公共団体等から委

託を受けて運行するバスは対象から除外されます。 

運行車両 

・３５人乗りの小型バスを基本とします。但し、利用者が少ない場合（※

１）は、低廉な９人乗りのワンボックス車両も対象とします。 

（※１） バスの運行計画（バスの運行経路、バス停等）作成後、利 

用意向アンケート調査を実施します。その結果、小型バス 

（３５人乗り）の需要がない場合は、ワンボックス車両での検

証運行を検討します。 

収支率 

・収支率（※２）は、４０％以上とします。 

・収支率が４０％未満の場合、検証運行や本格運行は実施しません。 

（※２） 収支率とは、バスの運行経費に対する運賃等の収入の割合で

す。収支率は、バスの運行計画作成後実施する、利用意向アン

ケート調査を基に計算します。 

計算式は以下のとおりです。 

   （運賃収入（バス利用人数×利用頻度×運賃）＋広告収入や協賛金） 
収支率＝                            ⇒４０％ 

    運行経費（人件費,燃料費,車両修繕費,車両償却費,利子,諸経費等） 
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２ 検証期間                                                            

検証期間は最長２年間とします。本格運行へ移行するには１年間の平均収支率が４

０％以上であることが条件です。また、本格運行中も平均収支率が４０％以上であるこ

とが必要です。（表２参照） 

 

【表２ 検証期間と本格運行の条件】 

 

項 目 内  容 

検証期間 

・検証期間は、最長２年間とします。但し、地域住民で構成する検討

会の中で、継続の意思が認められない場合は、２年以内でも検証期

間を終了します。 

・毎月の利用実績を基に半年毎に平均収支率の検証を行います。 

・１年間（６ヶ月を２回）の平均収支率が４０％以上であれば本格運

行とします。 

・１年間（６ヶ月を２回）の平均収支率が４０％未満である場合は、

運行計画の見直しやワンボックス車両での運行を再検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本格運行 

・本格運行中も、半年ごとに収支率の検証を行います。 

・収支率が２年間連続して４０％未満の場合は、バスの運行計画を再

度見直します。 

①達成 

収
支
率
の
検
証 

①達成 

②未達成 

利用実績データ取得 

検
証
運
行
開
始 

６ヶ月 

収
支
率
の
検
証 

６ヶ月 

利用実績データ取得 

利用実績データ取得 

本
格
運
行 

①達成 

②未達成 

６ヶ月 

６ヶ月 

利用実績 

データ取得 

本
格
運
行 

①達成 

収
支
率
の
検
証 

計
画
見
直
し 

※検証運行は、残り１年 
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地域住民の代表者やバス事業者、バス運行に利害関係のある団体、行政等で組織する

検討会を立ち上げ、バスの運行経路や便数等の運行計画作成や検証運行の実施等、バス

交通の導入に向けた検討を行います。 

 

足立区が、バス事業者との協議や道路状況等を踏まえ運行ルート（案）を作成します。

この運行ルートを基に、検討会の中でより効果的なバスの運行ルートを検討します。 

 

運行計画（素案）を基に、運行ルートやバス停の位置について、交通管理者や道路 

管理者と協議を行い、詳細な運行ルートを確定し、運行計画（案）を作成します。 

 

運行計画（案）について、運行経路周辺住民に対し、利用意向や頻度に関するアン 

ケート調査を実施し需要を把握します。 

 

需要調査結果を基に、収支を試算します。収支率が４０％未満の場合は、運行計画 

を見直すか、バス以外の車両（ワンボックス車）の検討を行います。 

 

収支率が４０％以上となる運行計画（案）について、運輸局への申請等法的手続きを

行います。 

 

・ 検証運行を開始します。（検証期間は最長２年間です。半年ごとに検証し、平均

収支率が４０％未満の場合は、運行計画の再検討を行います）。 

・ 月毎の利用者数を基に、収支実績を確認します。 

・ 情報発信等の利用促進に取り組みます。 

 

検証運行の実績の結果、検証期間中の平均収支率が４０％以上となっているか確認

します。達成していない場合は、本格運行へと移行できません。 

 

検証運行期間中、検証期間中の平均収支率が４０％以上であれば、運輸局への申請等

法的手続きを行い、本格運行を行います。本格運行後も、継続的に収支率が４０％以上

となるよう利用促進等の取り組みを行います。 

『 本 格 運 行 ま で の 検 討 の 流 れ 』 別紙３ 

〔ステップ１〕 地域公共交通検討会の立ち上げ 

〔ステップ２〕 運行計画（素案）の作成 

〔ステップ３〕 運行計画（案）の作成 

〔ステップ４〕 運行計画（案）の需要調査 

〔ステップ５〕 検証運行実施の判断 

〔ステップ６〕 運行計画の確定 

〔ステップ７〕 検証運行開始 

〔ステップ８〕 本格運行実施の判断 

〔ステップ９〕 本格運行の実施 

時期：令和元年１２月 

時期：令和２年６月 

時期：令和２年１１月 

時期：令和３年３月 
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４－５地域公共交通検討会会員構成 

 

NO. 団体名 会員区分 

1 花畑地区町会自治会連合会 ９名以内選出 地域会員 

2 渕江町会自治会連合会 ４名以内選出 地域会員 

3 保塚連合町会自治会 ２名以内選出 地域会員 

4 老人クラブ連合会代表者 地域会員 

5 医療機関代表者  地域会員 

6 地域包括支援センターはなはた代表者 地域会員 

7 地域包括支援センター保木間代表者 地域会員 

8 地域包括支援センター一ツ家代表者 地域会員 

9 花保商店会代表者 地域会員 

10 大規模小売店舗代表者 地域会員 

11 バス事業者 公共交通事業者 

12 交通対策課 行政会員（事務局） 

別紙４ 
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和元年１１月１５日 

件   名 竹ノ塚駅付近鉄道高架化の取組み状況について 

所管部課名 鉄道立体推進室竹の塚整備推進課 鉄道関連事業担当課 

内   容 

竹ノ塚駅付近鉄道高架化の取組み状況について、以下のとおり報告する。 
 

１ 竹ノ塚駅付近鉄道高架化促進連絡協議会要請活動の結果について 

（１）要 請 日 令和元年１０月２８日（月） 

（２）要 請 先 国土交通大臣 

（３）要 請 者 竹ノ塚駅付近鉄道高架化促進連絡協議会 

（４）要請内容 

ア 東武伊勢崎線（竹ノ塚駅付近）連続立体交差事業に対し、進捗状況

に応じた財源の確保及びその執行にあたって、特段のご配慮をいただ

きたい。 

イ 鉄道高架化にあわせた駅前広場や街路の整備等、まちづくり関連事

業の推進に必要な財源の確保について、あわせてご配慮をいただきた

い。 

 

２ 東武伊勢崎線（竹ノ塚駅付近）連続立体交差事業の環境影響評価におけ

る事業計画の変更届提出について 

（１）提 出 日 令和元年１０月２５日（金） 

（２）提 出 先 東京都環境局 

（３）変更理由 

事業認可変更（鋼矢板撤去のため認可期間を延伸）にあわせ、工事予

定期間を令和５年度までに変更する。 

 

３ 竹ノ塚駅周辺地区まちづくり連絡会（先進事例視察会）の開催結果につ

いて 

（１）実施日 令和元年１１月５日（火） 

（２）目 的 駅周辺まちづくりの視察 

ア 駅前広場と周辺のにぎわい 

イ 団地再生によるまちの変化 

（３）視察先 

ア 武蔵境駅周辺（武蔵野市） 

イ 赤羽台団地周辺（北区） 

問 題 点 

今後の方針 

１ 鉄道事業者との連携や国・都の積極的な協力を得て、早期の完成を目指す。 

２ 着実な事業の進捗に向けて、国庫補助金等の財源確保に努める。 
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